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編集方針
大東建託グループの事業概要・
業績、業界ポジション・市場環境、
ビジネススキームを様々な指標
や統計データを用いて、わかり
やすく報告しています。

各種指標
特 に 記 載 の な い 限り「期 間 」
で 捉 えられる数 値 は2020年
度（2021年3月期）、その他は
2021年3月末時点の数値。

対象期間
2021年3月期

発行時期
2021年6月

対象読者様
株主様、投資家様、証券アナリ
スト様を主な対象読者様として
います。
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「我が社は、限りある大地の最有効利用を広範囲に創造し、
	実践して社会に貢献する。」

「生きることは、託すこと。」

コアビジネス

建設事業 不動産事業

その他事業

賃貸経営受託システムを核としながらも、
賃貸住宅の枠を超え、お客様の暮らしに寄り添い、
さまざまなことを託される企業へと進化していくという想いを込め
2017年3月に同ブランドメッセージを制定しました。

アパート・マンションの建設・管理事業を中心に、
建物賃貸事業に関わる周辺ビジネスを幅広く展開しています。（詳細はp.23）

本社所在地 ： 東京都港区港南2-16-1
設　　　立 ： 1974年6月20日
資　本　金 ： 290億6,099万円
株　　　式 ： 東証一部、名証一部上場（証券コード ：1878）

株　式　数 ： 発行済株式数／68,918,979株 
単　元　株 ： 100株
従　業　員 ： 17,422名（2021年3月末グループ連結）

ガス供給事業 太陽光発電事業 介護・保育事業 海外事業

品川本社ビル

etc.

賃貸マンション 入居者募集・斡旋賃貸アパート 建物管理・運営

経営理念

ブランドメッセージ

事業概要

会社プロフィール

経営理念・事業概要
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【出所】当社決算資料　
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13期ぶりの減益。

グループ連結 10 年推移

目標経営指標

売上高営業利益率

ROE（自己資本利益率） ROE20%を維持
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【出所】当社決算資料　

売上高 営業利益（完成工事）総利益率
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セグメント別 10 年推移

建設事業 着工戸数の減少により、売上・利益ともに減少
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【出所】当社決算資料
（期）’21/3

10,142

5.0% 5.6% 6.7% 7.2% 8.1% 8.8% 9.1% 9.6% 10.1% 10.8%

総利益率（％）売上高 営業利益総利益率

’18/3 ’19/3 ’20/3’12/3 ’13/3 ’14/3 ’15/3 ’16/3 ’17/3
0

5

10

15

20

25
8,713

9,241
9,736

8,246

5,899 6,304
6,776 7,238

7,748

632
155－5 53 125 225 296 334 440 565

売上高（億円）
営業利益（億円）

不動産事業 家賃収入の増加、高い入居率の維持等により収益力向上

その他事業 LPガス供給戸数、デイサービス施設利用者数等、周辺事業の拡大継続
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純利益とEPS（1株当たり純利益）
10ヵ年変化率（2009年度対2019年度）

年間配当

（大手ゼネコン）

9.5%,  50.3%

20.0 40.0 60.0 80.00.0

20.0

40.0

ROE（%）

11.0%, 10.6%

11.3%, 23.3%

2020年3月期
（20.9% , 50.3%)

S社

D社

O社

当社

ROEと総還元性向 ２０２１年３月期以降も高い水準の資本効率と株主還元を実現

社名 売上高 営業利益 従業員数 1人当たり
営業利益

EPS
（1株あたり利益） 株価 時価総額 発行済株式数

大東建託

+63.1% +79.9% +37.6% +30.7% +238.2% +123.2% +30.9% ▲41.4%

完成工事高 粗利率 挙績額
（円/人月） 挙績率 受注高 建築営業人員

（3月末）
空家率

居住用（累計） 管理戸数

+25.2% ▲1.6p +5.0% ▲27.4p +19.3% +11.0% ▲2.6p +82.7%

社名 売上高 営業利益 従業員数 1人当たり
営業利益

EPS
（1株あたり利益） 株価 時価総額 発行済株式数

D社 +172.1% +507.7% +77.6% +242.2% +965.9% +166.4% +195.9% +11.1%

S社 +78.5% +629.6% +0.9% +624.8% +575.0% +176.1% +181.8% +2.0%

O社（大手ゼネコン） +54.5% +344.5% +30.6% +287.1% +312.4% +123.1% +123.1% +0.0%

L社 +131.1% ▲22.7% ▲17.9% ▲49.5% +37.0% ▲45.2% ▲15.8% +53.5%

T社 +46.0% +146.3% +0.7% +144.6% +123.4% +199.0% +199.0% +0.0%

計画を上回り、配当性向50％を維持

ROE 総還元性向

当社 20.9% 50.3%

D社 11.0% 10.6%

S社 9.5% 50.3%

O社
（大手ゼネコン） 11.3% 23.3%

【出所】 ROE：各社データ、総還元性向：各社データより推計総還元性向（%）
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 建築営業担当者数

2,813名
2021年3月末時点

2020年度

 リピート契約率

65.9％2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

20202017 2018 20192016

当社 D社 S社

（億円）

4,675

3,013

4,419
3,889

3,919 3,549

【出所】各社データ

（年度）

 オーナー様数

88,866名
2021年4月5日時点

5,844

5,433

4,247

6,177

5,296

4,617

6,143

5,150

4,632

当　社 Ｄ　社 Ｓ　社

借上期間 35年 2年・10年・20年・30年の
いずれか

10年・20年・30年の
いずれか

賃料固定期間 10年固定、
以降5年毎に更新

2年固定 
以降2年毎に更新

2〜10年固定
以降2年毎に更新

借上率 フルパッケージ：84.5%
スタンダード：89.75% 90% エリア･プランにより

85〜92％

原状回復負担 当社負担 オーナー様負担
（オプションにより会社負担）

オーナー様負担
（オプションにより会社負担）

修繕負担 フルパッケージ：当社負担
スタンダード：オーナー様負担 オーナー様負担 オーナー様負担

（オプションにより会社負担）

【出所】各社データ                              （詳細はP25〜26参照）

建設事業 他社比較

賃貸住宅 受注高

0.0
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（%） （千戸）

202020192017 20182016 （年度）

【出所】各社データより推計 当社 D社 S社

202020192017 20182016
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3.0

4.0

5.0

6.0

7.0
（万戸）

【出所】各社データより推計

（年度）

当社 D社 S社

 一級建築士

1,517名
 1級建築施工管理技士

2,176名
2019年3月末日時点

（技術者数の詳細はP32参照）
2018年度

 全国貸家着工戸数

390,093戸
 当社着工戸数

57,193戸

63

8.4% 8.5%

14.6%

10.6%
10.0%

9.7%

14.7%15.9% 15.5%

7.7%

9.7%

8.2% 8.0%

10.2% 9.8%

57 48 32
67 63

390
410

427

334

303

5.3

3.8
3.3

2.9
2.7

2.6

6.0

3.7

3.0

4.3

6.3 6.2

3.5

4.0

3.2

借上内容比較 長期に安定的な借上システムを提供

賃貸住宅 着工シェア
業界トップのシェアを維持

賃貸住宅 供給戸数（完成戸数）
業界トップの設計・施工力を維持

業界ポジション
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【出所】（株）市場経済研究所「2020年度版 全国住宅・マンション供給調査 企業別ランキング」（2019年7月25日発行　戸建住宅＋賃貸住宅 2018年度実績）

順位 会社名 実績（戸）

1 大東建託 60,429

2 大和ハウス工業 46,621

3 積水ハウス 41,137

4 旭化成ホームズ 16,590

5 トヨタホーム 15,286

11年
連続 No.1

住宅供給ランキング 住宅供給のトップランナー

建築資金調達先シェア 金融市場環境に合わせた調達を実施

【出所】当社データ
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5.6％

11.0％
信用金庫

14.1％

その他

1.5％

住宅金融
支援機構

7.8％

地方銀行

60.0％

農協・漁協

都市銀行
7.0％

4.5％
信用金庫

9.2％

その他

5.8％

住宅金融
支援機構

21.2％

地方銀行

52.2％

2005年度 2010年度

2015年度 2020年度
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 仲介専門スタッフ数

3,153名
 仲介店舗数

431店舗
2021年3月末時点
（詳細はP35参照）

2021年3月末時点

202020192016 2017 2018
※件数入居率＝100%-（空室数／管理戸数）

（％）

（年度末）
96

98

100

98.9%

97.6%

98.2%

97.7%

97.7%

【出所】各社データ 当社 D社 S社

98.5% 98.5%

96.9%

97.8%
97.9%

97.1%

96.5%

98.4%

97.3%

96.7%

【出所】週刊全国賃貸住宅新聞2021年1月4日発行号（2019年10月〜2020年9月末実績）

順位 会社名 実績（件）

1 大東建託グループ 227,706

2 ミニミニ 145,496

3 東建コーポレーション 75,437

4 ハウスメイトグループ 67,324

5 タウンハウジング 55,529

No.1

不動産事業 他社比較

賃貸住宅件数入居率 高い入居率を維持

2018 2019 2020 （年度末）

（％）

【出所】当社データ

50

60

70

80

90

100

北海道 東北 関東 甲信越
・北陸

東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄

※家賃ベース入居率=100%－(空室物件の借上家賃支払額／家賃総額（%））

96.3% 97.0% 98.4% 97.3% 98.0% 98.1% 97.4% 95.7% 97.4%

賃貸住宅地域別入居率 全地域で高い入居率を維持

仲介件数ランキング 当社グループで首位を堅守

11年
連続

業界ポジション
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202020192016 2017 2018

 管理専門スタッフ数

1,969名

 家賃滞納率

0.080％
2020年度

（詳細はP37参照）

2021年3月末時点
※管理職除く

（万戸）

【出所】各社データ

0

20

40

60

80

100

120

（年度末）

116.9

61.159.5

63.9 65.7

当社 D社 S社

108.6
113.0

57.2

61.9

97.8
103.6

58.4

51.0 54.3

60.1

順位 会社名 実績（戸）

1 大東建託グループ 1,130,218

2 積水ハウスグループ 639,780

3 スターツグループ 592,018

4 大和リビング 584,865

5 レオパレス21 575,798

No.1

当　社 Ｄ　社 Ｓ　社

入居者斡旋体制

大東建託リーシング
� 40.1％
社外� 55.5％
ハウスコム� 4.3％

2020年度

子会社・社外　100％ 子会社・社外　100％

建物管理体制 大東建託パートナーズ
子会社
または地元の提携不動産
会社に委託

子会社
または地元の提携不動産
会社に委託

【出所】各社データ                              （詳細はP35〜38参照）

賃貸住宅管理戸数 2017年8月に居住用管理戸数100万戸達成

【出所】週刊全国賃貸住宅新聞2020年7月27日発行号（2019年度末実績）

賃貸住宅管理戸数ランキング 圧倒的１位を固持

入居者斡旋・建物管理体制 グループで体制を整備

24年
連続
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【出所】国土交通省「建築着工統計調査報告（令和2年度計）」
※不詳、給与住宅含む

賃貸住宅 

37.3％
30.3万戸

持ち家

62.7％
50.9万戸

※

81.2
万戸/年

【出所】総務省統計局「平成30年住宅・土地統計調査」
※5年毎の調査　※不詳含む

※

賃貸住宅

35.6％

持ち家

64.4％

1,906万戸

3,455万戸

5,361
万戸

国内での賃貸住宅のシェアは安定しています。

国内の住宅構成

住宅着工戸数（2020年度）
4割は賃貸住宅の着工

住宅ストック数（2018年）
3分の1は賃貸住宅にお住まい

44 42 41
44 45 45 46

51 53

43 44

31 29 28
32 36 35

42 41 3938

2007.6
改正建築基準法施行

1998～ 2008
供給戸数は平均46万戸/年で推移

リ
ー
マ
ン
シ
ョッ
ク 東

日
本
大
震
災

33 30

【出所】国土交通省「建築着工統計調査報告」

（万戸）

0

15

30

45

60

75

全国賃貸住宅着工戸数　

（年度）’20’98 ’99 ’00 ’01 ’02 ’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19

29 28
（％）※

33

88
54

(38)
30

81
50

(37)

128
75

53

103
60

43

103
58

44

77
45

31

81
52

29

84
54

28

89
56

32

98
61

36 35

88
51

(42) (42) (43) (40) (36) (34) (36) (37) (41)

38

92
53

(42)

リ
ー
マ
ン
シ
ョッ
ク

42

97
54

(44)

41

94
53

(43)

39

95
56

(40)

全国持ち家着工戸数
全国賃貸住宅着工戸数　

住宅着工戸数
（合計）　

【出所】国土交通省「建築着工統計調査報告」 ※賃貸住宅着工割合（不詳、給与住宅除く）

0

20

40

60

80

100

120

140

（万戸）

（年度）’06 ’20’07 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19

国内の住宅着工戸数推移

持ち家・賃貸住宅着工戸数の推移 令和2年度の新設住宅着工戸数は前年比8.1%減少

賃貸住宅着工戸数の推移 2017年度から4年度連続の減少

市場環境

DAITO KENTAKU GROUP Fact Book 202111

経
営
理
念
・
事
業
概
要

業
績
推
移

業
界
ポ
ジ
シ
ョ
ン

市
場
環
境

ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ー
ム

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

企
業
デ
ー
タ

人 口・世 帯 動 態



世帯数はほぼ横ばいで推移すると予測されています。

今後の人口・世帯予測

■ 2040年の人口は、2015年の1億2,709万人から12.7％減少して、
　 1億1,091万人になると予測されています。

■ 世帯数は2018年に推計値が見直され、減少率が緩やかになり、
　 総世帯は2023年に5,418万世帯でピークを迎え
　 2040年には5,075万世帯になると予測されています。（2015年比4.8%減）
　 単身世帯は2032年に2,029万世帯でピークを迎えるまで増加を続け、以降、緩やかに減少します。

■ 1世帯当たり人員は2040年までに現在の2.2人から2.0人に減少すると予測されています。

予 測

【出所】国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（2013（平成25）年推計、2018（平成30）年推計）」

（年）’85 ’90 ’95 ’00 ’05 ’10 ’15 ’20 ’25 ’30 ’35 ’40

789 939 1,123 1,291 1,445 1,678 1,841 1,934 1,996 2,025 2,023 1,994

521 629 761 883 963 1,024 1,075 1,110 1,120 1,113 1,096 1,071

3,798 4,067
4,678 4,906 5,184 5,333 5,410

5,305 5,243 5,123 4,955

5,411 5,348 5,231 5,075

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

4,390

総世帯数 5年前の総世帯数推計 単身世帯数 夫婦のみ世帯数

世帯数（万世帯）

予 測人口（万人） 世帯数（万世帯）

12,104 12,361 12,557 12,692 12,776 12,709 12,532 12,254 11,912

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

3,798 4,067 4,390 4,678 4,906 5,184 5,333 5,410 5,411 5,348 5,231 5,075

11,521 11,091

0

1,500

3,000

4,500

6,000

7,500

（年）’85 ’90 ’95 ’00 ’05 ’10 ’15 ’20 ’25 ’30 ’35 ’40

人　口 世帯数

【出所】国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年）（出生中位・死亡中位推計）」、
　　　「日本の世帯数の将来推計（2018（平成30）年推計）」

12,805

人口と世帯数の推移・予測 世帯数は2023年にピークに達し、以降、緩やかに減少

単身・カップル世帯の推移・予測 単身世帯は2030年以降もほぼ横ばいで推移

1世帯当たりの人員の推移・予測 世帯人員は減少傾向

予 測

【出所】国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（2008（平成20）年推計～2018（平成30）年推計）」

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

（年）’40’85 ’90 ’95 ’00 ’05 ’10 ’15 ’20 ’25 ’30 ’35

2.082.19 2.152.26 2.112.332.422.562.672.822.993.14
（人/世帯）
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■   厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究所では、世帯主が65歳以上の世帯数は2015年の1,917万世帯
から2040年には、 2,242万世帯と約17％増えると予測しています。

■   今後の人口減少社会のイメージとして、一般には「高齢者の増加＝介護社会」と考えられがちですが、当社は
違った意見を持っています。

■ 2018年で、健常者世帯の比率は81.4％であり、介護が必要な世帯はその約4分の1の18.6％です。
■   2040年に向けて、こうした比率に変化がないとすれば、賃貸住宅に住む「元気なシニア」だけでも177万世帯

の増加が見込まれます。

健常者世帯
だけでも
177万世帯
の増加

賃
貸
住
宅

健常者世帯

要介護世帯
約4.3倍

994万世帯

1,729万世帯

非賃貸住宅

2018年実績 2040年予測

【基礎数値出所】
国立社会保障・人口問題研究所
「日本の世帯数の将来推計
（2018（平成30）年推計」
総務省「平成30年住宅・土地統計調査」、
国土交通省
「平成30年住生活総合調査（速報値）」
【算出条件】
高齢者世帯×借家比率=22.88％、
健常者世帯比率=81.41％

417万世帯

95万世帯

240万世帯

54万世帯

外国人労働者数（万人）

（年）

【出所】厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」（2019年10月末現在）
2009 2018201720162015201420132012201120100

30

60

90

120

180

150

56

2008

48
65 68 68 71 78

90
108

127
146

2019

165

在留外国人数（万人）

（年）

【出所】法務省「国籍・地域別在留外国人数の推移」（2020年3月）
2018201720162015201420132012201120100

50

100

150

200

300

250

2009

212 208 204 203 206 212 223 238
256

273

2019

293

元気な高齢者が増加すると予測されています。

高齢化社会の予測

シニア世帯（65歳以上）の推移予測 健常者世帯が増加

市場環境
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■   日本国内において、長期的な人口減少と生産人口不足が懸念される中、労働力確保のための方策として外国
人労働者への期待が高まっています。

■   2020年10月末の外国人労働者数は172万人となり、2009年56万人の約3倍まで増加しています。
■   2021年６月末時点における在留外国人数は288万人となり、前年末に比べ1.6%減少しました。
■   外国人労働者が増えると、賃貸住宅に住みながら中・長期的に日本に滞在する外国人が増加することが予想さ

れます。

健常者世帯
だけでも
177万世帯
の増加

賃
貸
住
宅

健常者世帯

要介護世帯
約4.3倍

994万世帯

1,729万世帯

非賃貸住宅

2018年実績 2040年予測

【基礎数値出所】
国立社会保障・人口問題研究所
「日本の世帯数の将来推計
（2018（平成30）年推計」
総務省「平成30年住宅・土地統計調査」、
国土交通省
「平成30年住生活総合調査（速報値）」
【算出条件】
高齢者世帯×借家比率=22.88％、
健常者世帯比率=81.41％

417万世帯

95万世帯

240万世帯

54万世帯

外国人労働者数（万人）

（年）

【出所】厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」（2020年10月末現在）
2010 2019201820172016201520142013201220110
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【出所】法務省「国籍・地域別在留外国人数の推移」（2020年6月末現在）
2019201820172016201520142013201220110
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健常者世帯
だけでも
177万世帯
の増加

賃
貸
住
宅

健常者世帯

要介護世帯
約4.3倍

994万世帯

1,729万世帯

非賃貸住宅

2018年実績 2040年予測

【基礎数値出所】
国立社会保障・人口問題研究所
「日本の世帯数の将来推計
（2018（平成30）年推計」
総務省「平成30年住宅・土地統計調査」、
国土交通省
「平成30年住生活総合調査（速報値）」
【算出条件】
高齢者世帯×借家比率=22.88％、
健常者世帯比率=81.41％

417万世帯

95万世帯

240万世帯

54万世帯

外国人労働者数（万人）

（年）

【出所】厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」（2020年10月末現在）
2010 2019201820172016201520142013201220110
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【出所】法務省「国籍・地域別在留外国人数の推移」（2020年6月末現在）
2019201820172016201520142013201220110
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288
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256
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外国人居住者数の推移

外国人労働者数の推移

在留外国人数の推移
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試算例では税率が40％から45％に上昇

税率構造

基礎控除

試算例

税率：40% 税率：45%

課税財産（基礎控除後）

1億円
以下

60%
税率

0%

10%

20%

30%

40%

50%

8段階

6億円
超6億円

以下3億円
以下2億円

以下

5千万円
以下3千万円

以下1千万円
以下

定額控除
5,000万円・・・①
法定相続人数比例控除
1,000万円×法定相続人の数・・・②

定額控除
3,000万円・・・④
法定相続人数比例控除
600万円×法定相続人の数・・・⑤

資産額5億円、法定相続人2人の場合
基礎控除 =①5,000万円＋②1,000万円×2人
 =7,000万円・・・③
1人当たりの相続課税価格=（5億円－③7,000万円）÷2
 =2億1,500万円

資産額5億円、法定相続人2人の場合
基礎控除 =④3,000万円＋⑤600万円×2人
 =4,200万円・・・⑥
1人当たりの相続課税価格=（5億円－⑥4,200万円）÷2
 =2億2,900万円

改正前
2014年12月31日まで

改正後
2015年1月1日以降

課税財産（基礎控除後）

60%
税率

0%

10%

20%

30%

40%

50%

6段階

3億円
超

3億円
以下

1億円
以下

5千万円
以下

1千万円
以下

3千万円
以下

課税
対象者

税収推移

2.0倍

5.6万人（4.4%） 11.5万人（8.3%）

201４年 相続対象者
（年間死亡者数12７万人）

2019年 相続対象者
（年間死亡者数138万人）

【出所】国税庁「相続税の申告状況」（平成26年～29年）

相続税の税収は
2014年比141％
前年比94％

1.0

1.2

1.4

1.6

2.2

2.0

1.8

1.39

1.81

2014 年 2015年 2018年

2.10

2019 年

（兆円）

1.90

相続税法改正後

法改正　－2015年１月１日から改正相続税法が施行－

相続税の課税対象者、税収推移

改正のポイント 税率は6段階から8段階へ細分化、基礎控除は減額

市場環境
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北海道 東北 関東 （東京圏※） 甲信越・
北陸

東海 近畿 中国

（十億円） （%）

四国 九州・
沖縄

10.5

0

2,000

4,000

6,000

8,000

0

4

8

12

16

8.9

14.7 （15.2）

9.6
11.6

13.0

10.1

14.2

10.0

【出所】各国税局「相続税の課税状況」(平成30年度） ※東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県

2,313

333 553

7,505 （6,886）

789

2,694

689 434
953

課税価格 納付割合

北海道 東北 関東 （東京圏※） 甲信越・
北陸

東海 近畿 中国

（千人） （%）

四国 九州・
沖縄

5.2

0

100

200

300

400

500

0

4

8

12

16

20

64.2
115.3

406.6

（328.9）

100.4
154.8

214.6

89.6
50.6

165.35.2

16.0

（17.8）

8.1

14.1

11.2

8.4 8.2
5.8

【出所】厚生労働省「人口動態統計」（平成30年）、各国税局「相続税の課税状況」(平成30年度） ※東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県

死亡者数 相続税課税割合

相続税の地域別課税状況

課税割合 関東、特に東京圏は課税対象者が多い

納付割合 関東・東京圏の納付割合が高い

5758
55

6058

【出所】財務省「一般会計税収の推移」 【出所】財務省「令和3年度租税及び印紙収入概算」

0

10

20

30

40

50

60

（兆円）

（年度）

相続税

揮発油税

所得税
33%

〈18.7 兆円〉

〈2.2 兆円〉

〈2.1 兆円〉

消費税

〈20.3 兆円〉
35%

法人税

〈9.0 兆円〉
16%

4%

4%

その他

〈5.1 兆円〉
8%

2017 2020
（見込み）

2021
（予算）

20192018

2021年度
税収予算内訳

税収額

消費税 8% 10%（2019.10～）

〈57.4 兆円〉

税収動向

税収推移 景気回復、消費税増税により税収は増加傾向
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■  土地に賃貸住宅を建築した場合、土地の評価額から、借地権割合×借家権割合が控除されます。建物の評価額
（固定資産税評価額）は建築費×60%から、借家権割合が控除されます。

■ 相続税課税評価額が下がると、相続税率も段階的に下がり、相続税額は劇的に減少します。

■  賃貸住宅の土地・建物には、固定資産税の軽減措置があります。具体的には、「住宅用地で200㎡以下の部分（小
規模宅地）の課税標準は6分の1とする」というものです。

■  さらに、200㎡とは“一戸につき”ですので、賃貸住宅を建てた場合には、その戸数次第でどんな広い土地でも
全体の課税標準を6分の1とすることが可能になります。

更　地 賃貸住宅を建築

試
算
条
件

土地面積：1,000㎡ 土地面積：1,000㎡
借家権：30％　借地権：60％

土地評価 1億円 8,200万円
1億円×（1−60%×30%）

建物評価 0円 4,200万円
1億円×60%×（1−30%）

借
入
金

で
建
築

借入金 0円 ▲1億円

相続税課税評価額 1億円・・・① 2,400万円・・・②
8,200万円+4,200万円−1億円

手
元
資
金

で
建
築

現金 1億円 0円

相続税課税評価額 2億円・・・③ 1億2,400万円・・・④
8,200万円+4,200万円

更地に賃貸住宅を建築することで・・・　①−②または③−④＝7,600万円の課税評価額減

更　地 賃貸住宅を建築
＜試算条件＞

土地面積：1,000㎡
固定資産税評価額：6,000万円

＜試算条件＞
土地面積：1,000㎡

固定資産税評価額：6,000万円
建物取得価格：7,500万円

借地権：60％

固定資産税（土地） 84万円・・・①
6,000万円×1.4%

14万円・・・③
6,000万円×1.4%×1/6

固定資産税（建物） 0円・・・② 31.5万円・・・④
7,500万円×60%×1.4%×1/2

更地に賃貸住宅を建築することで・・・　（①＋②）−（③＋④）＝ 年間38.5万円の節税

親から子への資産承継には、相続税額の引き下げが最も有効です。

賃貸住宅の建築による節税メリット　－相続税－

財産保全のための相続税課税評価額の引き下げ効果

賃貸住宅の建築は固定資産税額の引き下げにつながり、
年間のキャッシュフローにプラスになります。

賃貸住宅の建築による節税メリット　－固定資産税－

固定資産税軽減特例

市場環境
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■    賃貸経営オーナー様のうち、62.6％のオーナー様がサブリース物件を所有されています。

■    サブリース（一括借上）以外の賃貸オーナー様でも、81.5%のオーナー様が、管理のすべて、または一部を専
門業者に委託しています。

【出所】国税庁「統計年報」（2019）

現金・預貯金等

33.6％

有価証券

14.6％ 土地

34.5％

家屋･構築物

5.7％

その他

11.6％
相続財産の内
不動産の割合

約40.2% 相続対策

36.3％

保有税対策

11.8％
【出所】2020年度当社データ

安定収入確保

30.7％

遊休地の活用

9.5％

農業継続不安

6.3％

その他

5.4％

すべて
サブリース物件

37.4％

所有物件中
サブリース物件
50％未満

12.6％

所有物件中
サブリース物件
50％以上

12.6％

サブリース物件
所有なし

37.4％

すべての管理を
業者に委託

28.2％

一部の管理を
業者に委託

53.3％

自主管理

18.5％
すべて
サブリース物件

37.4％

所有物件中
サブリース物件
50％未満

12.6％

所有物件中
サブリース物件
50％以上

12.6％

サブリース物件
所有なし

37.4％

すべての管理を
業者に委託

28.2％

一部の管理を
業者に委託

53.3％

自主管理

18.5％

相続財産の大半は、土地を中心とした不動産で、
相続・資産承継対策＝不動産の活用・承継対策となっています。
当社オーナー様の土地活用目的の大半は資産活用・承継対策です。

動機　－土地活用の必要性－

相続税の種類別取得財産内訳

サブリース物件所有の有無 サブリース以外の賃貸住宅の管理

サブリース契約を選んだ主な理由（上位５つ） 管理業務委託理由（上位５つ）　

土地活用目的

安定経営のパートナーとして、管理会社を選ぶオーナー様が増えています。

賃貸住宅の管理・運営

【出所】国土交通省「賃貸住宅管理業務に関するアンケート調査」（2019.12）

1 管理等の手間が大変だから 48.3%

2 安定的な収入が得たい 47.5%

3 サブリース業者の提案に納得 26.3%

4 なるべく手間のかからない形にしたい 25.9%

5 少しでも手間を省きたい 23.6%

1 契約更新・終了時のトラブルをなくしたい 52.2%

2 専門知識が不足しているため 50.2%

3 建物トラブル発生時に対応してほしい 44.3%

4 入居者とのトラブル発生時に対応してほしい 40.8%

5 管理を行う時間的余裕がない 40.3%

DAITO KENTAKU GROUP Fact Book 2021 18
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（%）

2001 2005 2010 2015 2021 （年）

住宅金融支援機構 長プラ 基準貸付金利
アメリカ住宅ローン金利 イギリス住宅ローン金利

【出所】日本銀行、住宅金融支援機構
　　　FREDⓇ Economic Data、イングランド銀行

0
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1.00
1.74

3.08

0.30

1.85

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

2003 2008 2013 2018 （年）

【出所】総務省「住宅・土地統計調査」

81,783

78,455 78,758
80,173

69,261

58,869

50,085

69,994

59,384

51,485

69,628

57,723

49,421

70,363

59,954

50,715

29m2以下 30～49m2 50～69m2 70～99m2

2008 20182013

【出所】日本：総務省「住宅・土地統計調査」
　　　アメリカ：国勢調査局「American Housing Survey」
　　　イギリス：国家統計局「Inflation and price indices」

日本 イギリスアメリカ

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

61,963

87,770

100,964

114,732

61,149 60,423

106,775 105,169

115,878

（年）

金利動向

各種金利の推移 金利は低位で推移

家賃動向

専有面積別家賃推移 家賃上昇傾向 各国の家賃推移 他国は上昇傾向

市場環境
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【出所】 当社データ
■ 築古の木造アパート

■ 駐車場

1991年3月末時点 2020年3月末時点

東京ドーム
2,633個相当

ニューヨークセントラルパーク
36個相当

■ 店舗付き自宅

■ 住宅地の田畑

賃貸住宅が建設可能な100㎡以上の土地は全国に600万カ所以上あります。

賃貸住宅の建設が可能な土地

生産緑地指定地区の推移

■ 生産緑地指定を受けている農地面積は、生産緑地法改正時の710.9haから約17.3倍の12,332.3haに増加し
ました。 

■ 2022年に生産緑地法が改正され、宅地化よりも緑地維持の方向へ法改正される可能性が高まっています。 
■ 農業の後継者不足が懸念される中、当社では同法改正を、脱農と農地の売却・宅地化を検討する農地オーナー

様が増える機会でもあると認識しています。

地域名 面積（ha） 地区数 面積割合
全国 710.9 1,331 100.0%
関東 609.3 1,094 85.7%
中部 43.0 129 6.0%
近畿 52.7 107 7.4%
首都圏 597.8 1,082 84.1%

（東京） 487.6 1,006 68.6%
（神奈川） − − −
（千葉） 56.6 33 8.0%
（埼玉） 53.6 43 7.5%

面積（ha） 地区数 面積割合
12,332 59,201 100.0%
7,075 30,319 57.4%
1,419 10,718 11.5%
3,826 18,140 31.0%
6,986 29,954 56.6%
3,018 11,036 24.5%
1,276 8,236 10.4%
1,055 3,870 8.6%
1,637 6,812 13.3%

※1991年3月31日現在「平成3年度都市計画年報」(建設省)
※第一種生産緑地地区、第二種生産緑地地区の合計

※2020年3月31日現在「平成28年都市計画現況調査」（国土交通省）

17.3倍

11.6倍

東京ドーム
151個相当

ニューヨークセントラルパーク
2個相当
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2005 2008 2011 2014 20202017

88

100
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103
105
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99

100

総労働者 建設業
【出所】総務省「労働力調査 長期時系列データ」

（2005年平均＝100）

（年）

2005 2008 2011 2014 20202017

（%）

19.8%
18.3%

17.1%
16.4% 16.1% 16.6%

26.5%
28.2% 28.7% 28.9% 29.7%

31.1%

15.5%

13.0%
11.4% 10.7% 11.0% 11.8%

29.4%

32.2%
33.7% 34.3% 34.1%

36.0%

【出所】総務省「労働力調査 長期時系列データ」

30歳未満（全産業） 30歳未満（建設業） 55歳以上（全産業） 55歳以上（建設業）

5

15

25

35

（年）

労働者は高齢化で減少傾向にあり、労務単価は東日本大震災や
東京オリンピック・パラリンピックの影響で上昇傾向にあります。

建設業界の動向

建設業従事者の年齢構成推移 高齢労働者の割合は増加、若年労働者は微増

建設業従事者の推移（2005年平均=100） 建設業従事者は減少傾向

市場環境
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鉄筋工

電気工 内装工

【出所】国土交通省「公共工事設計労務単価」

31,300

27,600

23,400
23,100

宮城県 東京都 大阪府 福岡県

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021（年度）

（単位：円／人） 型枠工

34,000

26,300
25,800
23,200

15000

20000

25000

30000

35000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021（年度）

（単位：円／人）

22,100

25,700

21,300
21,000

15000

20000

25000

30000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021（年度）

（単位：円／人）

26,600
28,000

24,900
23,300

15000

20000

25000

30000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021（年度）

（単位：円／人）

【出所】日本銀行調査統計局「国内物価指数」

（年）202020192018

木材 鋼材等

118.2

102.5

113.5

2014 2015 2016 2017 （年）2020201920182014 2015 2016 2017

110.2

96.8

113.6

アスファルト舗装混合材棒鋼 生コン普通合板 造作材 集成材

80

90

100

110

120

70

80

90

100

110

120

130

（2015年平均＝100） （2015年平均＝100）

労務単価動向 全職種で高騰、特に宮城県（東北）、東京都（関東）の上昇率が顕著

建設資材費動向（2015年平均=100） 建設資材費は、コロナ禍までは緩やかに上昇傾向
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オーナー様に代わり、賃貸経営における様々な負担を軽減します。

オーナー様が所有する土地の諸条件や周辺環境、入居者ニーズなどを

調査・分析した上で、オーナー様の目的に合わせた効果的な賃貸事業企

画をご提案。そして、一貫した施工管理体制で徹底した品質管理を実施

することで、耐久性が高く、高品質な賃貸建物を提供いたします。

ビジネススキーム
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オーナー様の賃貸建物の管理・運営、

35年一括借上※の運営、

入居者様にも各種サービスを提供し、

人と人がふれあう

豊かな未来に貢献します。

当社グループ内に専門部署を設け、多様なメディアやチャネルを

活用した入居者募集・斡旋。さらには、高い入居率を確保するた

めの独自の入居者様向けサービスを提供。そして、賃貸事業の管

理・運営を行い、建物賃貸事業の安定経営をサポートしています。

諸条件により契約終了や解約となる場合があります。詳しくはP.54「特定賃貸借契約を締結する上での

注意点」をご確認ください。尚、お客様から解約の申し入れをされる場合は、借地借家法第28条（建物賃

貸借契約の更新拒絶等の要件）が適用されるため、正当な事由が必要となります。

※ 35年一括借上

35年一括借上※
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賃貸経営開始後も安心・安全・安定経営をサポートします。

３５年一括借上３５年一括借上

３５年一括借上の契約期間は３５年となります。ただし諸条件により契約終了や解

約となる場合があります。詳しくはP.54「特定賃貸借契約を締結する上での注意

点」をご確認ください。尚、お客様から解約の申し入れをされる場合は、借地借家

法第28条（建物賃貸借契約の更新拒絶等の要件）が適用されるため、正当な事

由が必要となります。

賃貸経営における入居者様募集や管理・運営、さらに事業に伴う収支変動リス

クへの対応など、オーナー様の立場に立って、賃貸経営をサポートします。

一括借上一括借上
※

※

空室・家賃滞納時にも賃料収入が得られます。

借上契約期間中は、オーナー様へは一括借上契約に基づいて借上賃料が支払われるた
め、空室や家賃滞納による影響はありません。

借上賃料の支払い開始日は、建築請負代金の最終清算日の翌日または一括賃貸借契約開

始日のいずれか遅い日から3ヵ月経過した日の翌日からとします。

退去発生時は、次回入居者様の入居準備期間として最大15日間の借上賃料支払免責期間

を設けています。

通常消耗（退去時）通常消耗（退去時）

原状回復

対応

原状回復

対応

原状回復は借上契約期間中の35年間、大東建託グループが実施します。

入居者様の退去の都度発生する各住戸の原状回復費については、あらかじめ定める退
去に伴う修繕を大東建託グループが実施することで、オーナー様の負担軽減を図ってい
ます。

※大東建託グループが実施する修繕項目については、P.53「修繕項目一覧表」にてご確認く

ださい。適用外の項目についての原状回復費は、オーナー様負担となります。

修繕

対応

修繕

対応

修繕は借上契約期間中の30年間、大東建託グループが実施します。

入居者様から選ばれる賃貸建物として維持・保全を行う修繕費については、あらかじめ
定める建物本体・建物設備・部屋設備の修繕を大東建託グループが実施することで、オー
ナー様の負担軽減を図っています。

※

※

大東建託グループが実施する修繕項目については、P.53「修繕項目一覧表」にてご確認く

ださい。適用外の項目についての原状回復費は、オーナー様負担となります。

「30年フルパッケージ＋5年スタンダード」プランの場合

借上賃料

長期固定

借上賃料

長期固定

借上賃料は当初10年間、以降5年ごとに更新（居住用）

借上賃料は当初10年間固定、その後の更新も5年ごと（居住用）、周辺家賃相場が変動し
ても長期固定のため安心です。

※

※

賃料更新時は、周辺家賃相場や建物設備などを考慮し、借上賃料の見直しを行います。

賃料固定期間中でも、借地借家法第32条1項（借家における家賃の増減額請求）の規定に

より、借上賃料が減額される場合があります。

35年
一括借上

ビジネススキーム
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一括借上契約期間について ＜３０年フルパッケージ＋５年スタンダード＞プランの場合

※１

※２

※３

｟
契
約
開
始
日
　 

｠

借
上
賃
料
支
払
開
始

借
上
賃
料
支
払
開
始

※４

※５

※６

※７

※１：

※２：

※３：

※４：

※５：

※６：

※７：

諸条件により解約となる場合があります。詳しくは別途「特定賃貸借契約を締結する上での注意点」をご確認ください。尚、

お客様から解約の申し入れをされる場合は、借地借家法第28条（建物賃貸借契約の更新拒絶等の要件）が適用されるた

め、正当な事由が必要となります。

一括賃貸借契約の契約開始日は、建物完成引渡し日、または行政検査完了日（もしくは仮使用申請検査完了日）、開発検査

完了日のいずれか遅い日の翌日からとします。

借上賃料の支払い開始日は、建築請負代金の最終清算日の翌日または一括賃貸借契約開始日のいずれか遅い日から3ヵ

月以内（居住用）を経過した日の翌日からとします。

当初10年間とは、一括賃貸借契約開始日からの10年間とし、借上賃料の支払い開始日に対する免責期間を含みます。

退去発生時は、次回入居者様の入居準備期間として最大15日間の借上げ賃料支払免責期間を設けています。更新時は周

辺家賃相場や建物設備などを考慮し、借上賃料の見直しを行います。また、賃料固定期間中でも、借地借家法第32条1項

（借家における家賃の増減額請求）の規定により、借上賃料が減額される場合があります。

３１年目以降、建物の修繕に係る費用についてはオーナー様の実費負担となります。

35年の契約期間満了後の一括賃貸借契約の原状回復費・修繕費につきましては、オーナー様の負担となります。
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今後発生する空室予測〔年間〕

家賃審査・間取り選定
● 定期メンテナンス建物※を活用
● 間取り・面積・住宅設備等50項目を超える基準で比較・分析を実施

全国4,677エリアに
区分け

エリア毎の供給
計画会議

供給計画の実行

個別建物の審査

半年毎に
見直しを実施

Y  町

X  市

Z  市

審査地
凡例
=定期メンテ建物

D

D

D

C

C
C E

E

B

A

Z  
駅

X  
駅

立地審査
賃貸事業への適性診断

条件設定
駐車場・建物プラン等

家賃審査
適正家賃の設定

建設促進エリア

空室率低く、客付け良好

※定期メンテナンス建物：家賃設定をする際に比較する他社施工建物

間取り・グレードによって
は空室率低く、客付けは限
定的に良好

条件付き
建設促進エリア

空室率が、一定水準以下と
なるまで建設休止

一時休止エリア

1年後の空室率を
予測

現状の空室 今後退去による
空室戸数 今後の完成戸数

年間仲介件数

市場調査の専門スタッフが実需に沿った建物供給計画を行っています。

家賃審査体制（土地診断）

審査の流れ 当社独自の審査体制による供給計画とその実践

2020年5月末日時点

ビジネススキーム
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賃貸マーケティングスタッフ 拠点数

1,037名 155営業所

各2021年6月1日時点

■ 建築営業部門の要望に左右されない公正な供給計画・家賃・条件等の設定

審査体制 当社グループ内専門スタッフによる公正な審査体制

自社建物データ数 他社建物データ数

約18.1万棟 約80.0万件
2021年5月末時点

市場調査とデータの蓄積 膨大な相場データを保有

■  当社が保有する全国の土地情報（土地謄本・建物謄本・公図など）を管理するシステムをリニューアルし
　 2017年4月よりDK MAPとして運用開始
■  土地・建物検索機能により、膨大なデータから必要項目の即時検索が可能
■  供給計画エリア周辺の人口統計や近隣建物（自社・他社）などの情報を自動でレポート化する
　 「エリアマーケティングレポート機能」搭載
■  当社管理建物の家賃変動状況や供給動向などを、供給計画エリアの地図上で同時に確認できる
　 「GISマーケティング機能」を2018年5月より新たに搭載
■  タブレット端末に対応しており、全国の各エリアにて使用が可能
■ 家賃の相場データを蓄積

DK MAP 家賃審査業務の効率化と正確性の向上を実現
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強固な体制とダイレクトセールスで、信頼を獲得しています。

建築営業体制

2,813

3,140

1,323

2,000

2,800

2,600

2,400

2,200

3,000

3,200

3,400

3,600

建築営業担当者数（人） 1人当たり受注高（万円）

3,383

建築営業担当者数 1人当たり受注高

3,313

1,635

’16/3 （期末・期）’17/3

3,291

1,6001,652

’18/3 ’19/3
【出所】当社データ

0

1,000

500

1,500

2,000

2,500

’20/3 ’21/3

1,013

建築営業担当者数・1人当たり受注高 2020年3月期より建替提案専任部署、事業用施設提案専任部署を設置

88,866（人）

80,000

90,000

50,000

60,000

70,000

86,220 87,545

【出所】当社データ

（年度末）2018 2019 2020

新規

34.1％
リピート

65.9％

【出所】当社データ

オーナー様数 新規顧客を順調に獲得 リピート契約率 既存顧客から高い評価

2021年3月末時点

グループ会社
大東みらい信託

土 地 オ ー ナ ー 様

顧問税理士
387名

金融機関
370機関

顧問会
1,172名

大東建託
建築営業担当者：2,813名　　　　不動産流通開発担当者 ：65名

建築営業体制 土地オーナー様へ複合的提案が可能な体制を構築

ビジネススキーム
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完成工事高（億円）

3,500

6,500

8,000

5,000

3,297

4,017

0

3,000

2,000

2,500

1,000

500

1,500

4,000

3,500

技術者数（人）

2,000

【出所】当社データ
（期末・期）

技術者数 完成工事高

’17/3 ’18/3 ’19/3

3,149 3,207
3,507

6,239 6,276 6,097

3,486

5,511

’20/3 ’21/3

多角的な体制強化が業界No.１の供給を支えています。

設計・施工体制

技術者数・完成工事高 技術者を増員し完成工事高を確保

提携パネル工場

27カ所
2021年3月末時点

外国人技能実習生受入支援数

910名
2021年3月末時点

パネル生産ライン ベトナムでの研修風景

施工体制の強化 社内だけでなく、社外を含めた施工体制を強化

完成工事総利益・完成工事総利益率 協力会社への直接発注で高い利益率を確保

大東建託協力会
設計会社：886社　　施工会社：8,090社

2021年3月末時点

グループ会社
大東スチール　　　大東建設

施 主 様

大東建託
設計スタッフ：1,608名　　　施工スタッフ ：1,689名 （管理職含む）

設計・施工体制 協力会社・グループ会社を含めた体制で、設計・施工品質を確保

1,044

26.0%

800

1,200

1,600

2,000
完成工事総利益（億円） 完成工事総利益率（％）

20.0％

24.0％

28.0％

32.0％31.5％

【出所】当社データ
（期末・期）

完成工事総利益 完成工事総利益率

1,975
1,837

’17/3 ’18/3 ’19/3

1,976

1,591

’20/3

28.9%

31.7％
30.1%

’21/3
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時代や社会のニーズに合わせた商品を開発。

商品力の強化

戸建賃貸住宅

フォルターブ

■ 2018年8月、30代～40代の子育て世代をターゲッ
トにした戸建賃貸事業の試行を開始

■ 2020年2月、木造2×4工法による戸建賃貸住宅
商品「LIBERTE DUPLE（リベルテ デュプレ）」の販
売を開始

■ 2020年11月、平屋ニーズへの高まりを受け、当
社初の平屋戸建賃貸住宅商品「cocoDaTe One's

（ココダテ ワンズ）」の販売を開始

■ オリジナルＣＬＴ※工法による４階建て賃貸住宅。ＣＬＴ
建材による賃貸住宅の規格化・工業化は国内初

■ ＣＬＴはコンクリート並みの強度と、木材の軽さを生
かした建材として注目を集めている一方で、ＣＯ２削
減や工期短縮、施工の省人化、木材活用の促進な
ど、環境・社会課題への貢献も期待されている

■ 商品化に向けた本取り組みや、ＣＬＴ建築物の普及・
主流化に向けた活動などが評価され、「令和元年度
地球温暖化防止活動環境大臣表彰（技術開発・製
品化部門）」を受賞

Forterb（フォルターブ） 「プレミアムパッケージプラン」 リフォーム後のイメージ

DK SELECT Reform

■ 2019年より、32都道府県で他社賃貸建物に特化
したリフォームサービス事業を開始

■ 2020年3月期からのリフォーム事業参入を見据え、
4つのリフォームパッケージを基本に、計画修繕や
原状回復などのサービスプランを提供

■ 入居者斡旋セット、一括借上げセットなど、当社グ
ループならではの付加サービスプランも用意

■ リフォーム提案をきっかけとした、賃貸住宅オー
ナーさまへの事業提案機会創出を図る

日本初となる戸建てのZEH基準を満たす賃貸住宅平屋戸建賃貸住宅cocoDaTe One's（ココダテ ワンズ）

※年間の1次エネルギー消費量が総量でゼロとなる住宅のこと

ZEH基準賃貸住宅

■ 2017年11月、日本初となる戸建てのZEH（ネット・
ゼロ・エネルギー・ハウス）※基準をみたす賃貸集合
住宅第1号棟が完成

■ 2019年4月、自然エネルギーを使用した商品の
企画・開発などを行う(株)Looopと提携し、ZEH-M

（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス・マンション）賃貸
住宅「SOLEIL（ソレイユ）」の販売を開始

■ 2021年4月、京セラ製の家庭用蓄電池（5kw）を搭
載した、当社グループオリジナルの「蓄電池搭載型」
ZEH-M賃貸住宅の販売を開始

※ Cross Laminated Timberの略称。ひき板を並べた後、繊維方向が直交する
ように積層接着した木質系材料。

ビジネススキーム
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賃貸専門会社のノウハウを活かし、さまざまな商品をご用意しています。

商品ラインナップ

アパート デザイン性豊かでさまざまな生活シーンに対応した間取りの商品

大規模開発の例 賃貸住宅の建設で町に「にぎわい」が生まれます。

名古屋市守山区 軽井沢の例

京都の例

マンション 重厚感のある中高層（３階建て以上）商品から、特注賃貸マンション、賃貸併用住宅まで

賃貸併用住宅（オーナーさま住宅） 特注商品（エントランス） 特注商品（外観）

ルタン （2階リビング） ルタン （1階リビング）

ルタン ラシック

ルタン ソレイユ
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① 耐震性能

耐 震 等 級
等級3：建築基準法に定める耐震性能×1.5倍
等級2：建築基準法に定める耐震性能×1.25倍
等級1：建築基準法に定める耐震性能

高耐震仕様（耐震等級3）を標準とした
「DK SELECT 高耐震グレードG3シリーズ」を開発
賃貸住宅の高耐震化（耐震等級３）を促進

特 徴

【2×4工法】

屋根・壁・床が一体と
なる「モノコック構造」

【在来工法】

「集成材＋接合金物」と
「面材耐力壁」を使用
した「エコプレカット工
法」

高水準な基本性能の建物・設備を提供しています。

基本性能の特徴

２×４工法　
高耐力ホールダウン金物

鉄骨造システムブレース
構造

エコプレカット工法
制震ダンパー性能試験

サイディング材

汚れ

着色層
親水面 雨水が塗膜面に

広がる

汚れが
流れ落ちる

基材の伸縮にも
ひび割れ、剥がれ
なし

外壁
外壁の伸縮

シーリング材

直射日光・
外部熱

 変色・光沢低下をほとんど
起こさない外部装飾材

 雨水で汚れを落とし、色あせが少ない
　　外壁サイディング

経年劣化・
日焼け・
汚れ・
カビ防止壁紙

キズに強く、
一枚でも
貼り替え可能な
フローリング

キズ・色
あせに強い
室内建具

 外壁に合わせ耐候性を高めたシーリング

汚れても簡単に
落ちる 特殊樹脂コーティング

透湿性能で
結露防止

メンテナンスコストを引き下げる様々な技術を導入しています。

建築技術

室外技術 美観を維持する資材

室内技術 原状回復費を抑える資材

ビジネススキーム
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② 省エネ性能

断熱等性能等級
等級4：平成28年省エネ基準相当に適合

等級3：平成4年省エネ基準相当に適合
等級2：昭和55年省エネ基準相当に適合
等級1：その他

1次エネルギー
消 費 量 等 級

等級5：低炭素基準相当に適合
等級4：平成28年省エネ基準相当に適合

等級1：その他

特 徴 高い省エネ性能の部材を使用し
「平成28年省エネ基準相当」をクリア 特 徴 一部木造商品のうち一定の条件を

満たすことで等級5を実現

③ 空気環境性能

ホルムアルデヒド
発 散 等 級

等級3：全ての面材がF☆☆☆☆以上
等級2：全ての面材がF☆☆☆以上
等級1：建築基準法に定める仕様

特 徴 ２４時間換気、化学物質の発散が少ない
内装材を使用し快適な空気環境を提供

④ 遮音性能

■重量床衝撃音

2ランク
UP!

従来より
10dB
低減！

LH-50

LH-55

LH-60

LH-65

LH-70

新高遮音床

一般的な木造住宅

■軽量床衝撃音

3ランク
UP!

従来より
15dB
低減！

LL-40

LL-45

LL-50

LL-55

LL-60

LL-65

新高遮音床

一般的な木造住宅

■重量床衝撃音

2ランク
UP!

従来より
10dB
低減！

LH-50

LH-55

LH-60

LH-65

LH-70

新高遮音床

一般的な木造住宅

■軽量床衝撃音

3ランク
UP!

従来より
15dB
低減！

LL-40

LL-45

LL-50

LL-55

LL-60

LL-65

新高遮音床

一般的な木造住宅

「新高遮音床」で高い遮音性を実現
人の耳で聞こえやすい音域において上階から伝わる音を
従来仕様から最大15dB低減しました。

※遮音性等級　LH：重量衝撃音　LL：軽量衝撃音

※表示された性能値は、一般財団法人建材試験センターで試験された
測定値であり、実際の建物の性能値を保証するものではありません。

【期待値】
花粉※1 除去率：90％以上
PM2.5※2 除去率：68％以上
※1 花粉はスギ花粉粒子径20μm～40μmを想定
※2 PM2.5は粒子径2.5μm以下を想定

花粉やPM2.5の住宅侵入を抑制する当社オリジナル
「給気口用フィルター」を開発

時代に即した新しい技術の開発をしています。

新工法の開発

■ 木造耐火建築物の商品化に向けたオリジナルCLT工法の開発

オリジナルCLT工法を検証する実験棟 耐火被覆が一体となった工業化パネル

CLTとは？

Cross Laminated Timberの略称で、ひ
き板（ラミナ）を並べた後、繊維方向が直
交するように積層接着した木質系材料
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主要３社の連携により、低空家率・高家賃を維持しています。

入居者斡旋体制

ご協力不動産会社様
13,139店舗※3

グループ会社
ハウスコム

大東建託
リーシング

189店舗

1,012名

242店舗※1

1,156名

【B to C】

147店舗※2

985名

【B to B】

お部屋探しをしているお客様

大東建託
パートナーズ

※１：内、FC店3店舗
※2：客付け対応店舗のみ
※3：2020年度、1件以上ご紹介いただいたご協力不動産会社様店舗数 2021年3月末時点

入居者斡旋体制 グループと社外とで体制を構築

当社管理建物の入居者斡旋体制 業務分担により効率化を実現

自社付仲介件数 他社付仲介件数 ハウスコム付仲介件数

27.9
29.3

14.0

13.9

13.5

13.0

1.41.4

30.2

15.5

13.3

1.4

30.1

16.4

12.3

1.4

30.3

16.8

12.2

1.3

【出所】当社データ

（万件）

0

5

10

15

20

25

30

’17/3 ’18/3 （期）’19/3 ’20/3 ’21/3

大東建託リーシング㈱ 大東建託パートナーズ㈱

不動産会社様付け仲介業務

自社管理建物仲介業務

市場調査・家賃審査業務

○

○

○

賃貸住宅仲介件数の推移 自社付・他社付共に順調に増加

ビジネススキーム
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通常契約 通常契約
家賃 50,000円 50,000円
共益費 3,000円 3,000円
駐車場 5,400円 5,400円
敷金（2ヶ月） 100,000円 0円
クリーニング費 0円 32,400円
仲介手数料 54,000円 54,000円
駐車場手数料 5,400円 5,400円

217,800円 150,200円

97.8%

【出所】 当社データ
（年度末）

40

60

80

120

100

管理戸数（万戸） 入居率（%）※1

0

20

40

60

80

100

97.8

※1：家賃ベース入居率=
　   100%－（空室物件の
　　 借上家賃支払額／
　   家賃総額（%））

96.9%

103.6

97.2%
管理戸数
入居率108.6

97.4%

113.0

97.2%

2016 2017 2018 2019
0

20

116.9

2020

入居者斡旋力は、業界トップクラスです。

賃貸住宅管理戸数と家賃ベース入居率 管理戸数が増加しても高い入居率を維持

入居者様募集活動 「いい部屋ネット」ブランドによる入居者様募集活動

0

10

20

30

40

※2：件数入居率=
　　 100%－（空室数／
　   管理戸数）

管理戸数（万戸） 件数入居率（%）※2

99.2% 99.5% 99.1% 98.5% 98.0% 98.2%

28.4 28.8
24.5

16.6

9.1 6.4 【出所】 当社データ
（築年数）0～5年 6～10年 11～15年 16～20年 21～25年 26年～

管理戸数
件数入居率

0

25

50

75

100

築年数別管理戸数と件数入居率 築年数が経過した物件でも、高い入居率を維持

② 敷金ゼロ・定額クリーニングプラン
■ 入居時初期費用の低減 ＆ 退去時精算の透明性を実現

ご契約時に必要な費用

③ 保証人不要サービス
■ 連帯保証人を依頼する煩わしさの解消、スムーズな契約・入居の実現

① クレジットカード決済が
　 あらゆるシーンで
　 利用可能

全てクレジットカード決済が可能

入 居 時

初 期 費 用
入 居 中

家 賃
退 去 時

精 算 金

サービスの拡充 入居者様のニーズに対応

入居問合わせ媒体内訳

インターネット
81.8%

来店2.6%

その他
12.7%

紹介2.9%

※2020年度

0

20

40

60

80

20

40

60

80

100

52.7%

59.6

60.1%

67.7

64.8%

73.4
79.9

67.7% 70.8%

［保証人不要サービス利用推移］

49.0

（万件） （％）

年度末利用件数
利用率

（年度）2016 2017 2018 2019 2020
【出所】 当社データ

67,600円も
初期費用を

抑えられます！
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1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

0
（年度）

20

40

60

80

120

100

家賃滞納率（%）※3

0.0
2015

91.1

2016

96.6

2017

家賃管理戸数（万戸）※2

102.6

2018 2019

0.10% 0.09%

家賃管理戸数 家賃滞納率 家賃滞納率（全国平均）※1

【出所】 当社データ　※1：全国平均　日本賃貸住宅管理協会「賃貸住宅市場景況感調査（2014年～2019年下期、2020年上期）

108.0

2.6%

※2：管理物件のうち、家賃の回収管理を受託している戸数（居住用・事業用の合算値）
※3：家賃滞納率とは、全家賃管理戸数に占める家賃滞納（1カ月を超える滞納）の延べ月数の　割合を示します。
    　当社の家賃滞納率は、滞納保証会社からの代位弁済分を回収として算出しています。

3.0% 2.9% 2.8%

0.09% 0.08% 0.10%

111.6

2.1%

2020

0.08%

116.2

1.8%

独自の管理体制で、低いデフォルト（家賃未回収）率を実現しています。

管理体制

家賃管理力 管理専門スタッフによる確実な家賃回収を実現

－25.0

－20.0

－15.0

－10.0

－5.0

0.0

【出所】当社データ

（%）

築25年～21年
（1996年～2000年）

築20年～16年
（2001年～2005年）

築15年～築11年
（2006年～2010年）

築10年～築6年
（2011年～2015年）

築5年～築1年
（2016年～2020年）

阪神・淡路大震災
生産緑地法改正

築30年～26年
（1991年～1995年）

東日本大震災リーマンショック

－4.5％

＋2.1％

－23.0％

－16.7％

－9.9％

0.0％

家賃変動 生産緑地法改正に伴う過剰供給を除けば、大きな家賃変動はありません。

オ ー ナ ー 様

大東建託
管理サービス、 サポート部門

クリーンキーパー
3,983名

ビルディングキーパー
421名

大東建託パートナーズ※

管理スタッフ（管理職含む）：1,969　　　　管理事務スタッフ：402名

※大東建託の管理部門の充実を図るため、当社100％出資子会社として1999年11月に設立（当時：大東建物管理（株））。賃貸建物の一括借上、
　管理・運営を主業務としており、管理戸数も業界No.1。賃貸建物の総合管理事業を展開しています。

2021年3月末時点(ビルディングキーパーのみ2021年3月20日時点）

管理体制 管理会社「大東建託パートナーズ」を主とした管理体制

ビジネススキーム
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AIアシスタント「スマイちゃん」

＜問い合わせ画面イメージ＞
※トップ画面

表情は10パターン

タイムリーな回答

回答レベルを均一化

ＮＥＷ！
従来

緊急出動件数

20,001件 

管理・点検
緊急トラブル対応
管理サービススタッフ

建物の清掃
クリーンキーパー

建物の点検
ビルディングキーパー

入居者さま専用アプリ登録者数

77.8万人 ※2021年3月末

問い合わせ窓口 24時間お問い合わせ対応の窓口を設置

■ AIアシスタントによる
　 お問い合わせ対応機能

3,983名（2021年3月末時点）地元の主婦
の方々を中心に建物内外を清掃

421名（2021年3月20日時点）専門スタッ
フが2ヵ月ごとに建物点検を実施

年間応答件数

167,254件 

■ 24時間いい部屋サポートセンター

※2020年度
（前年129,602件）

※2020年度
（前年20,690件）

■ 入居者さま専用アプリ

2019 年 7月
防災情報の発信開始

● ワンクリックで避難所検索
● 防災コラムの掲載
● 防災グッズの紹介・販売
● 防災 FAQの発信

■  車庫証明発行に必要な 
 「保管場所使用承諾証明書」の 
発行を電子化

電子化後の手続きフロー

入居者さま
専用アプリ

入居者様 いい部屋サポートセンター

いい部屋
サポートセンターへ

電話

保管場所使用
承諾証明書

入居者さま

または

BANK
コンビニ

自動
音声案内

郵送で受け取り

発行手数料のお支払いＳＭＳで
専用サイトを
ご案内

専用ＷＥＢサイト
「車庫証明ＷＥＢ」

で手続き

保管場所
使用承諾証明書

発行
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アパート・マンションのLPガス設備工事と供給事業を行なっています。都市ガス小売全面自由化に伴い、2017年
12月より、東京ガスエリア、2018年11月より大阪ガスエリア、2019年7月より東邦ガスエリアで都市ガスの供
給を開始しました。

エネルギー事業

設置パネル面積

東京ドーム 61.2個相当
※1メガワット＝14千m2

発電量

火力発電所 0.44基相当
※450メガワット／基

オーナーさまからお借りした賃貸住宅の屋根に太陽光パネルを設置し、発電した電気を全量、電力会社に売電する
事業を行なっています。

※ 総設備規模は、１メガワットの発電所
が１年間稼働すると、一般家庭300
世帯の年間電気使用量を発電します。

（電気事業連合会統計より）

設備棟数

発電規模※

15,043棟
2021年3月末時点

200メガワット
 上記でまかなえる
 一般家庭の年間電気使用量

48,125世帯分

LPガス供給戸数

都市ガス供給戸数

361,936戸

40,908戸
2021年3月末時点

業界最高水準の保安システムを全戸に設置

携帯電話通信網

漏えい
検知装置 親機

NCU
子機

子機 給湯器 コンロ

集中監視センター

全てのお客様（100％）に、このシステムを設置しています。

保安業務委託先

ガスパル販売所

情報端末装置

太陽光発電

ガス事業

ビジネススキーム
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在宅で暮らすご高齢者に、トレーニングやレクリエーション、食事、入浴などのデイサービスを提供しています。

2019年12月、東京都中央区銀座に収益不動産を
取得し、(株)阪急阪神ホテルズが運営する宿泊主体型
ホテル「レムプラス銀座」を開業

現地有力不動産開発会社とともに
賃貸マンションを開発

デイサービス施設数 デイサービス利用者数

80カ所
2021年3月末時点

105.6万人
2020年度

イベントの様子トレーニングの様子

保育所数

28施設
2021年3月末時点 兵庫県：3施設

神奈川県：19施設

東京都：6施設

介護・保育事業

国内外不動産投資事業

デイサービス

ホテル事業 海外不動産投資

キッズパートナー 「待機児童ゼロへ」新しいタイプの保育所「キッズパートナー」を運営

完成棟数

3件
2021年3月末時点

高齢者が安心で快適に暮らすことのできる住まいを提供

土地
オーナー様

入居者様大東建託

大東建託パートナーズ
〈日常の建物管理・運営〉

大東建託グループ

〈サービスの提供〉

業務提携

医療機関など

建築請負契約

生活支援サポート
ケアパートナー 緊急時のサポート

一括賃貸借契約

賃貸借契約

サービス付き高齢者向け賃貸住宅

キッズパートナーみなとみらいの内観
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当社では、株主をはじめとする全てのステークホルダーにとって企業価値を最大化すること、経営の透明性・効率
性を向上させることをコーポレート・ガバナンスの基本方針としています。
このため、経営の意思決定・監督体制と業務の執行体制の分離を推進し、迅速かつ効率的な経営・執行体制の確
立を図り、社外取締役の参加による透明性の高い経営の実現に取り組んでいます。

経
営
の
意
思
決
定
・
監
督

業
務
の
執
行

株 主 総 会

経 営 会 議

各部門・支店・グループ会社

取締役会
14名（うち社外取締役4名）

建築事業本部

監査役会
3名（全員社外監査役）

ガバナンス委員会

会計監査人

内部監査部門

最高執行責任者（取締役）

各執行役員

建築事業
執行企画
会議

建築事業
本部会議

技術部門
分科会

不動産事業本部

最高執行責任者（取締役）

経営管理本部

各執行役員

不動産事業
執行企画
会議

不動産事業
賃貸合同
会議

地域事業部
会議

最高執行
責任者
（取締役）

関連事業本部

最高執行
責任者
（取締役）

各執行
役員

グループ
シナジー
企画会議

各執行
役員

コーポレート・ガバナンスの基本方針

経営体制図（2021 年 6 月現在）

【参考】コーポレート・ガバナンス体制の変遷

監督と執行の分離

取締役の任期 

取締役の報酬 

社外取締役 

社外監査役 

任意の委員会

1974年 1989年 2011年
創業 名古屋証券取引所

第二部に上場
創業者所有株式を
ＴＯＢで取得・消却

2000年
執行役員制度導入

2011年
株式報酬型ストックオプション導入

2019年
株式報酬の導入

2012年
評価委員会（現：ガバナンス委員会）設置

2005年
１名選任

2011年
２名選任

2013年
３名選任

1989年
取締役６０歳定年制導入

1986年
１名選任

1989年
３名選任

2021年
4名選任

1999年
４名選任（４名全員が社外監査役）

2015年より、
うち１名女性を選任

2021年
３名選任（社外）

コーポレートガバナンス
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当社の社外役員及び社外役員候補者は、当社が定める以下の独立性基準を満たす者とする。なお、対象期間は、以
下１については現在及び期限の定めのない過去とし、２～５については現在及び過去10年間とする。

氏名
専門性

職業等 企業経営 金融 財務会計 法律

社
外
取
締
役 

山口 利昭 弁護士 − − − ●

佐々木 摩美 元外資系金融機関
マネジメント − ● − −

庄田 隆 元企業経営者 ● − − −

入谷 淳 弁護士
公認会計士 ● − − ●

社
外
監
査
役

鵜野 正康 公認会計士
元企業経営者 ● − ● −

松下 正 弁護士 − − − ●

小林 憲司 元企業経営者
米国公認会計士 − − ● −

当社グループ関係者1
当社、当社の子会社(注１)及び関連会社(注２)（以下「当社グループ」という）の取締役（社外取締役は除く）、監査役（社外監査役は除く）、会計参与、
執行役、執行役員又は使用人（以下「取締役等」という）でないこと。

議決権保有関係者2
① 当社の10％以上の議決権を保有する株主又はその取締役等でないこと。
② 当社グループが10％以上の議決権を保有する会社の取締役等でないこと。

取引先関係者3
① 当社グループとの間で、双方いずれかの連結売上高2％以上に相当する金額の取引がある取引先の取締役等でないこと。
② 当社グループの主要な借入先（当社連結総資産の2％以上に相当する金額の借入先）である金融機関の取締役等でないこと。
③ 当社グループの主幹事証券会社の取締役等でないこと。

専門的サービス提供者（弁護士、公認会計士、コンサルタント等）4
① 当社グループの会計監査人である公認会計士又は監査法人の社員、パートナー若しくは従業員でないこと。
②  弁護士・公認会計士・税理士・その他コンサルタントとして、当社グループから取締役・監査役報酬以外に、年間1,000万円以上の報酬を 

受領している者でないこと。

その他5
① 上記１～４に掲げる者（重要でない者を除く）の２親等以内の親族でないこと。
② 当社グループとの間で、役員が相互就任している会社の取締役等でないこと。
③ 当社グループとの間で、株式を相互保有している会社の取締役等でないこと。

(注)１．「子会社」とは、財務諸表等規則第８条第３項に規定する子会社をいいます。　 ２．「関連会社」とは、財務諸表等規則第８条第５項に規定する関連会社をいいます。

社外役員の就任・活動状況

社外役員の独立性基準

50.0％ 28.6％
社内取締役
7名

社外取締役
4名（うち女性1名）

21.4％
社外監査役
3名

取締役会
構成メンバー
14名

社外役員
7名

50.0%

取締役会の構成 社外役員の概要
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取締役会

２．業務執行取締役の相互評価 ３．相互評価の集計・ヒアリング

５．次期経営体制案の同意

代表取締役
４．次期経営体制案の策定

６．次期経営体制案の取締役会決議

７．評価結果の開示／
報酬への反映

業務執行取締役

①提出

⑥通知

⑤上程
④答申

②結果報告

③諮問

ガバナンス委員会
１．業務執行取締役による担当領域の業務執行報告

業務執行取締役の評価及び候補者の選任は、「ガバナンス委員会」が中心となり、業務執行取締役の相互評価結果
に基づいて実施しています。

１．業務執行報告 業務執行取締役が取締役会で担当領域に関する業務執行報告

２．相互評価 業務執行取締役が相互に業務執行および経営の監督機能に関して評価を実施

３．集計・ヒアリング ガバナンス委員会委員長が評価結果を集計、個別ヒアリングを実施して代表取締役へ結果報告

４．次期経営体制案の策定 相互評価結果を踏まえ、代表取締役が次期経営体制案を策定し、ガバナンス委員会へ諮問

５．次期経営体制案の同意 ガバナンス委員会は次期経営体制案について審議のうえ答申

６．次期経営体制の決議 取締役会で次期経営体制を決議

７．評価結果の開示／報酬への反映 評価結果を業務執行取締役へ開示、報酬へも反映

取締役の評価制度

① 業務執行取締役の相互評価結果の集計・報告
② 次期経営体制（取締役・執行役員）案、および取締役候補者（再任・新任）案の審議・答申
　　※ガバナンス委員会の事前審議を経なければ、代表取締役は次期経営体制案および取締役候補者案を取締役会に上程できない。

③ 業績連動報酬案の審議・答申
④ コーポレート・ガバナンスのあり方に関する検討・提言

ガバナンス委員会

ガバナンス委員会の構成

ガバナンス委員会の機能

委 員 長 筆頭独立社外取締役

構成メンバー 代表取締役、社外取締役全員・監査役全員

コーポレートガバナンス
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取締役会全体の実効性評価の流れ（概要）

ガバナンス委員会 取締役会

取締役の相互評価

ガバナンス委員会を活用した評価プロセスにより評価の客観性を確保

評価結果や
課題を共有

取締役会の運営状況や
相互評価結果などを
踏まえ事前協議

ガバナンス委員会での
事前協議を踏まえ
実効性を評価・確認

2019年6月より株式報酬制度を導入

取締役会全体の実効性評価

＜2020 年3月期の評価結果の概要＞
当社取締役会では、取締役会全体の実効性の分析・評価について、取締役会の経営機能・監督機能、社外取締役の活動
と貢献、取締役・執行役員の選任プロセスの客観性とシステム化、組織トップのリーダーシップなどの観点から確認した
結果、概ね良好に運用されており、現時点では大幅な改善に着手すべき事項はないものと評価しております。

取締役の報酬制度

経営循環の仕組み

4／1

※代表取締役は最少任期を4年（2期）とする。

満60歳 3／31 ６／下旬（株主総会）

上級管理職の
二親等内の親族 入社

大東建託
グループ

業務執行取締役 非業務執行
取締役

顧問
相談役

退
任

■ 取締役60歳定年制
・  業務執行取締役は、満60歳に達した年度末（3月

31日）をもって業務執行を離れ、
  4月1日より非業務執行取締役（非常勤）となる。

・ 6月の株主総会をもって取締役を退任する。

・  取締役退任後は、顧問・相談役などいかなる
役職にも就かない。

■ 世襲制の排除
・  上級管理職（次長職以上）の二親等以内の親族

の大東建託グループへの入社を認めず、世襲制
を排除。

企業業績、 従業員の昇給率、 勤続年数、 業界他社の報酬、
貢献度などを考慮し決定。基本報酬

賞与

株式報酬

業績連動

業績非連動

報酬の種類 内容 報酬限度額／条件固定／変動

連結当期純利益に 0.45% を乗じて総額を算出し、
各取締役の単年度の貢献度などを考慮して
各取締役への支給額を決定。

役位を基準とし、 3 年間の業績目標などの達成度に応じて
0 ～ 150% を乗じて決定。
対象期間 （3 事業年度） 終了後に給付。

役位を基準として決定。 取締役退任時に給付。

固定

固定

変動

変動

上限 ： 総額 10 億円／年
　　　　 （うち社外取締役 5,000 万円以内）

上限 ： 総額 10 億円／年 （社外取締役は対象外）
条件 ： 連結当期純利益 200 億円超
　　　　 且つ、 一定の業績達成

上限 : 拠出総額 19 億円／ 3 年
　　　　 且つ、 普通株式の総数 21 万株／ 3 年
　　　　（社外取締役は対象外）

条件 ： ROE20％以上
　　　　 且つ、 配当性向 50% 以上
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創業以来、賃貸専門企業として歩んできました。

大東建託グループの沿革

売上高・営業利益・日経平均株価の推移と社会・経済の動き

主要3社体制
始動

人員増強とサテライト店舗増設
ＴＶ・インターネット広告強化
２４時間反響受付体制　etc

人員増強（300名→500名体制へ）
広告宣伝費の投下予算増加

人員増強（500名→800名体制へ）
サテライト店舗開始
広告宣伝費の投下予算増加
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（年度末）
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％
）各
年
度
３
月

空室率＝空室物件の借上家賃支払額 /家賃総額

※管理戸数の単位…第 1期（1974年度）～第 13期（1986年度）は「戸」、第 14期（1987年度）以降は「万戸」にて掲載
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※第20期（1993年度）までは単体、第21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。
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1974

9.98

0.73

393

3

第5期
1978

77.1

7.62

1,811

16

第10期
1983

737

109

1.8

48

第15期
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2,741

394

11.0

89

第20期
1993

2,312

219

21.0

115

第25期
1998

4,386

490

35.2

161

第30期
2003

9,548

703

59.1

199

第35期
2008

売上高（左軸：億円）
営業利益（左軸：億円 /10）
日経平均株価（右軸：万円）

空室率（％）

※年度

生産緑地法の改正

宅地並課税の施行

大東建託に社名変更

名証2部上場

大東協力会再編

大東共済会設立

ハウスコム設立

大東ファイナンス設立

東証1部上場

名証1部に指定替え

本社東京移転

大東産業を設立

阪神・淡路大震災

新本社ビル竣工

国内初の責任財産限定型ローン

大東建物管理設立

ケアパートナー設立

全国支店網完成

リーマンショック

改正保険業法施行 支店網200支店

賃貸経営受託システムスタート

東日本大震災

ブランドメッセージ
「生きることは、託すこと。」制定

大東建託リーシング設立

管理戸数100万戸達成

日銀マイナス
金利導入

新型コロナウイルス
感染症の流行

相続税法改正

※第20期（1993年度）までは単体、第21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。
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主要3社体制
始動

人員増強とサテライト店舗増設
ＴＶ・インターネット広告強化
２４時間反響受付体制　etc

人員増強（300名→500名体制へ）
広告宣伝費の投下予算増加

人員増強（500名→800名体制へ）
サテライト店舗開始
広告宣伝費の投下予算増加
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％
）各
年
度
３
月

空室率＝空室物件の借上家賃支払額 /家賃総額

※管理戸数の単位…第 1期（1974年度）～第 13期（1986年度）は「戸」、第 14期（1987年度）以降は「万戸」にて掲載
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※第20期（1993年度）までは単体、第21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。
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売上高（左軸：億円）
営業利益（左軸：億円 /10）
日経平均株価（右軸：万円）

空室率（％）

※年度

生産緑地法の改正

宅地並課税の施行

大東建託に社名変更

名証2部上場

大東協力会再編

大東共済会設立

ハウスコム設立

大東ファイナンス設立

東証1部上場

名証1部に指定替え

本社東京移転

大東産業を設立

阪神・淡路大震災

新本社ビル竣工

国内初の責任財産限定型ローン

大東建物管理設立

ケアパートナー設立

全国支店網完成

リーマンショック

改正保険業法施行 支店網200支店

賃貸経営受託システムスタート

東日本大震災

ブランドメッセージ
「生きることは、託すこと。」制定

大東建託リーシング設立

管理戸数100万戸達成

日銀マイナス
金利導入

新型コロナウイルス
感染症の流行

相続税法改正

※第20期（1993年度）までは単体、第21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。
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ＴＶ・インターネット広告強化
２４時間反響受付体制　etc

人員増強（300名→500名体制へ）
広告宣伝費の投下予算増加

人員増強（500名→800名体制へ）
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日経平均株価（右軸：万円）

空室率（％）

※年度

生産緑地法の改正

宅地並課税の施行

大東建託に社名変更

名証2部上場

大東協力会再編

大東共済会設立

ハウスコム設立

大東ファイナンス設立

東証1部上場

名証1部に指定替え

本社東京移転

大東産業を設立

阪神・淡路大震災

新本社ビル竣工

国内初の責任財産限定型ローン

大東建物管理設立

ケアパートナー設立

全国支店網完成

リーマンショック

改正保険業法施行 支店網200支店

賃貸経営受託システムスタート

東日本大震災

ブランドメッセージ
「生きることは、託すこと。」制定

大東建託リーシング設立

管理戸数100万戸達成

日銀マイナス
金利導入

新型コロナウイルス
感染症の流行

相続税法改正

※第20期（1993年度）までは単体、第21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。
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成長の土台となる盤石な企業基盤の構築を推進しています。

企業統治の徹底

人材育成体系 全職種共通のポータビリティスキルに関する教育を体系化

福利厚生制度 2020年3月期より不妊治療支援のための制度を拡充

※１ 有給休暇 半日単位・時間単位での取得可能。
※２ 家族休暇 年次有給休暇とは別に有給休暇の取得が可能。取得事由にかかわらず取得できるよう、呼称を「家族休暇」に統一。。（不妊治療休暇、マタニティー休暇、子の看護休暇、介護休暇、看護休暇）

在宅勤務・勤務地限定

年次有給休暇（※1）・アニバ―サリー休暇・ボランティア休暇・サポート有給休暇・リフレッシュ休暇（勤続表彰）・その他特別休暇・家族休暇（※2）

子の看護休暇

ワークライフバランス申告・通信教育・定年原則65歳

社宅・特別住宅資金補助・自社物件入居者支援・リフレッシュボーナス（勤続表彰）・慶弔金

選択型ＤＣ・財形貯蓄・職場ＮＩＳＡ・もちロン・従業員持株会

産前産後休業

配偶者出産
特別休暇 育児休業

看護休暇介護休暇

介護休業

マタニティー
休暇

マタニティー
休業

定年延長

カムバックパス
（再雇用）

不妊治療
補助金結婚祝金 出産手当金 出産育児

一時金

出産祝金

育児補助金 GLTD制度定年退職慰労介護補助金

子育てみらい
コンシェルジュ

遠距離みまもり
サービス

ベネフィット・ステーション・団体保険・休業者に対するタブレット貸与・相談窓口

マタニティー
短時間勤務

介護短時間
勤務育児短時間勤務

男性・女性 男性のみ 女性のみ対象：

遠距離異動
サポート

遠距離異動
サポート

結婚特別休暇

配偶者転勤
休業

不妊治療休暇

不妊治療休業

保活のミカタ

フレックスタイム・時差出勤・短縮勤務・繰り上げ退社、繰り下げ退社・深夜業、時間外労働、所定外労働の制限

働く

時間

場所

休暇・休業

キャリア

お 金

財産形成

そ の 他

結婚 不妊治療 妊娠 出産
育児

介護 退職 怪我･病気
小学未就学 中学

2021年3月末時点

2021年3月末時点

■ ライフイベントに合わせた福利厚生制度

企業データ
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施工内容が基準を満たしているか
協力会社、現場監督双方が確認し写真で記録

各工程で行った検査結果・写真は
データベースに施工記録として全件保存

各工程で撮影した写真をまとめ
自主検査報告書を作成しオーナーさまへご提出

mm mm
mm

mm mm
mm

【工程内検査の徹底】
地域・建物により380項目を超える検査項目

【実際の施工写真】
450ヵ所を超える画像を記録

屋根裏界壁部 基礎配筋部

ＤＫネットワークＤＫネットワーク

オーナーさまオーナーさま完成後の確認が難しい壁・天井内も
写真で報告・保証

施工品質管理 工程内検査を徹底し、施工品質を確保

2021年3月末

脱炭素への取組み イニシアティブへの参加を通し、脱炭素絵の意欲的な目標設定と体系的で
徹底した取り組みを推進

■ SBT・RE100・EP100の進捗状況
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非財務データ

総労働時間 従業員数（連結）・建築営業人員数

女性労働者割合（全社・管理職）

有給休暇取得率

D-COMPASS 全体満足度 D-COMPASS 職場風土

男性従業員の育児休業取得率

障がい者雇用率
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女性労働者割合（管理職）女性労働者割合（全員）
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※2018年10月より男性従業員の育児休業取得を義務化（5日有給）

男性従業員の育児休暇取得率
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※アニバーサリー休暇制度は2015年度より導入

有給休暇取得率

0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100
（％）

55.2%

67.3％

満足割合（％） 偏差値

※D-COMPASS：全従業員を対象とし毎年実施している従業員満足度調査。
　　　　　　　　2019年回答率は96.4％

全国偏差値当社全体満足度（％）
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設問：自分の部署は、いきいきとモチベーション高く働ける職場環境である。
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中高層賃貸建物の設計・施工 鉄製建築資材の施工・供給大東建託株式会社 建物賃貸事業の企画・提案
設計・施工

建設事業 アパート・マンション等の建築

大東建設株式会社 大東スチール株式会社

不動産事業 賃貸建物の仲介および管理ならびに不動産賃借

大東建託リーシング
株式会社

不動産仲介事業・ビル賃貸事業

大東建託パートナーズ
株式会社

賃貸建物の管理・一括借上事業

ハウスコム株式会社
賃貸アパート・マンション等の仲介

ハウスリーブ株式会社
入居者様の保証人受託

その他事業 事業の多角化、国際化を推進    

ガスパルグループ※
LPガス設備工事・供給事業 ケアパートナー株式会社

介護事業・保育事業
株式会社インヴァランス

投資マンション事業

大東ファイナンス
株式会社

金融事業（建築資金の融資）

少額短期保険
ハウスガード株式会社

少額短期保険業

大東アジア
ディベロップメント

海外ホテル事業（ル・メリディアン）

大東アジア
ディベロップメントⅡ
海外ホテル事業（ヒルトン）

Ｄ．Ｔ．Ｃ
金融事業

売上高（億円） 営業利益（億円）

’20/3 ’21/3

’20/3 ’21/3

5,533.5

4,041.0

（期）

売上高（億円） 営業利益（億円）

’20/3 ’21/3

73.8

9,328.1253.9

57.7

（期）

売上高（億円） 営業利益（億円）

275.8

（期）

売上高（億円）

’20/3 ’21/3

48.8
39.5

（期）

営業利益（億円）

※ガスパルグループは、株式会社ガスパ
ル、株式会社ガスパル九州、大東ガス
パートナー株式会社、株式会社ガスパ
ル中国、株式会社ガスパル四国の５社で
構成され、グループ内での連結相殺後
の金額を表示しております。

’20/3 ’21/3

売上高（億円） 営業利益（億円）

9,700.8

（期）

’20/3 ’21/3

売上高（億円） 営業利益（億円）

43.7

（期）

’20/3

売上高（億円） 営業利益（億円）

130.1 122.9

（期）

142.5

’20/3 ’21/3

売上高（億円） 営業利益（億円）

167.4

（期）

132.1

’20/3 ’21/3

売上高（億円） 営業利益（億円）

140.9

（期）

31.2

’21/3

売上高（億円） 営業利益（億円）

121.5

（期）’20/3 ’21/3（期）

売上高（億円） 営業利益（億円）

134.8

23.3

’20/3 ’21/3

売上高（億円） 営業利益（億円）

23.7

（期）

291.3

36.6

’20/3 ’21/3

売上高（億円） 営業利益（億円）

322.6

（期）

※2020年3月期より連結決算開始

※2020/10/1 ～ 2021/3/31より
　連結決算開始

29.1

’20/3 ’21/3

売上高（億円） 営業利益（億円）

7.0

（期）

39.9

’20/3 ’21/3

売上高（億円） 営業利益（億円）

12.3

（期）

76.8

554.7

2.02.0
0.6

1.3

61.2
44.8

541.2528.7
9.9

3.1

115.6
100.7

77.266.9
3.8

2.5

4.9

9.0

3.9
2.2

△7.3 △7.9

3.3 5.5

20.0

17.317.6

グループ会社の一覧 売上高 営業利益
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LCCM 賃貸集合住宅 コロナ禍で生まれた商品・サービス

当社グループの２０２０年度の主な取り組みをご紹介します。

トピックス

■ ２０２１年３月、京セラ（株）の太陽光発電システム
を採用した脱炭素住宅「LCCM（ライフ・サイクル・
カーボン・マイナス）賃貸集合住宅」を開発

■ LCCMとは、CO2削減と創エネにより、建物の建
設から廃棄までのCO2排出量をマイナスにする
脱炭素住宅

■ ２０２１年６月、日本初となるLCCMの基準を満たす
賃貸集合住宅が埼玉県草加市に完成

■ ２０２０年７月、カウンターデスクやエクストラルー
ムなどが付いた「テレワーク対応型賃貸住宅」の販
売を開始

■ ２０２０年１０月、可動式の間仕切り「アートパネル」
でワークスペースを作り出すことが可能な新商品
を開発

■ ２０２０年７月、大東建託パートナーズ（株）にて、株式
会社subsclifeと協業し、自宅用ワークスペース家
具などを含めた家具・家電が定額制で利用できる
サービス「subsclife（サブスクライフ）」の提供を開始

埼玉県草加市「LCCM 賃貸集合住宅」外観 可動式の間仕切り「アートパネル」の活用イメージ

国際的環境イニシアチブ「EP100」に加盟事業所への再生可能エネルギー導入開始

■ ２０２０年７月より、全国の事業所※への再生可能エ
ネルギー導入を順次開始（初年度は２０２事業所が
対象）

■ 非化石証書を組み合わせた、実質再生可能エネル
ギー電力の導入を行い、当社グループのCO2排
出量は２０１７年度比で１２.6%削減できる見込み

■ ２０２０年８月、事業活動のエネルギー効率向上を
目指す企業が参加する、国際的な環境イニシアチ
ブ「EP100 （Energy Productivity 100）に加盟

■ ＥＰ１００によるのエネルギー効率を高める省エネ
活動などを通じ、脱炭素経営の実現に向けた事業
活動をさらに推進

■ ２０３０年度までに、２０１７年度比で事業活動の「エ
ネルギー効率※」を２倍にすることを目指す

再生可能エネルギー電力受給イメージ

※  当社グループの全事業所のうち、テナントビルに入居する大東建
託・大東建託リーシング・大東建託パートナーズの事務所を除き、
かつ各電力会社と直接契約している事業所が対象

※ エネルギー効率＝売上高（円） ／エネルギー消費量（J ： ジュール）

発 電

再エネ
電源
（FIT）

非化石
価値
取引市場

非化石証書
を取引 グループ各社

事業所等その他
電源

（LNG火力等）

小 売 電力需要者

電気

環
境
価
値

実
質
再
生
エ
ネ
電
力

非
化
石
証
書
購
入

環
境
価
値

企業データ
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小型電動アシスト自転車のシェアサイクルサービス 環境省より「エコ・ファースト企業」に認定

■ 大東建託パートナーズ（株）にて、（株）Luupと業
務提携契約を締結し、２０２０年１０月～１２月、小
型電動アシスト自転車のシェアサイクルサービス

「LUUP （ループ）」の本格導入に向けたポート設
置と実証実験を実施

■ 本事業は、オープンイノベーション※により新規ビジ
ネスを創出することを目的に、２０１９年１０月に実施
した「大東建託アクセラレータ―２０１９」の選考事業

■ ニーズや利用状況の検証を進め、生活者の利便
性向上と当社グループの事業拡大を目指す

■ 2020年10月、環境省より「エコ・ファースト企業」
の認定を取得

■ 2008年に創設されたエコ・ファースト制度は、環
境大臣が企業の環境保全に関する取り組みにつ
いて、「先進的、独自的、かつ業界をリードする事
業活動」であることを認定する制度

■ 長期環境目標「DAITO 環境ビジョン2020」の先
進性、独自性、波及性が認められ認定

シェアサイクルポートの様子（東京都世田谷区）

認定式の様子（左： 小泉進次郎環境大臣、右：大東建託（株） 小林社長

※  自社の有する経営資源や技術だけでなく、社外と連携することに
より、革新的なビジネスやサービスを共創する仕組み

区分所有型資産運用マンション市場に進出 「いい部屋ネット」フランチャイズ事業を開始

■ 2020年11月、東京23区に特化した投資用マ
ンションディベロッパー（株）インヴァランス（以下

「INV社」）の株式を取得

■ 2004年に創業したINV社は、用地取得・開発、
設計、販売、管理まで一気通貫のプラットフォー
ムが強み。今後はINV社との協業により、既存事
業の強化だけでなく、サプライチェーンの中で高
いシナジーの創出を目指す

■ INV社の管理建物へ製品・サービスを供給してい
るIoTプラットフォーマー「アクセルラボ社」とも資本
業務提携し、資産運用型マンション市場へ進出

（株） インヴァランスの事業領域 FC1 号店「いい部屋ネット石巻店」（宮城県石巻市）

■ 大東建託リーシング（株） にて、2021年1月、賃
貸仲介ブランド「いい部屋ネット」のフランチャイ
ズ事業を開始

■ 加盟店様との協業・店舗数拡大による「いい部屋
ネット」ブランド強化と、店舗数拡大によるお客様
の利便性向上により、賃貸住宅業界でのシェア拡
大を図る

■ 2020年1月、ウイングライフ（株）とフランチャイ
ズ契約を締結し、宮城県石巻市にフランチャイズ
1号店「いい部屋ネット石巻店」をオープン
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